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辰已法律研究所

司法書士専任講師

仮処分の登記＆判決の登記

朝倉日出男

判決による登記

登記を共同して申請すべき者の一方が、協力しない

場合に、登記手続を命じる確定判決に基いて他方の

者が単独で申請できる申請方法（不登法６３条１項）。

売主 買主

甲地
売買

裁判所

登記申請手続に

協力しない協力しない協力しない協力しない

共同申請が

原則なのに

困ったよ。

訴求

協力しない相手方

の登記申請意思を

擬制

判決
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趣旨

共同申請（不登法６０条）の例外として、判決

により登記申請意思が公権的に擬制された場合

に、申請当事者の一方のみによる申請を可能と

する。

判決という公権的判断により単独申請を認めて

も登記の真正を害さないため。

実体法上の登記申請義務

（登記申請の意思表示）

協力しない

民法414条2項但書：『裁判をもって

債務者の意思表示に代えることが出来る』

民事執行法174条本文：『（勝訴）判決

確定時に意思表示をしたものとみなされる』

不登法63条1項：

【確定判決書正本を添付して単独申請可】

権利者

義務者

問わず

執行文付与要件と執行開始要件

債務名義

執行文の付与

・停止条件の成就 ・不確定期限の到来

要件

要件

①債務名義等の送達 ②確定期限の到来

③担保の提供 ④反対給付の履行

⑤他の給付の執行不能（代償請求）

執行開始

注意！

執行開始要件が満たされていなくても、

執行文の付与自体を受けることはできる！
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執行文とは・・・

あ

債務名義（確定判決など強制執行により実現され

る給付請求権の存在及び内容を公証する文書：民

執22条）の執行力の現存及び内容を公証するため、

債務名義の末尾に付される公証文言のこと。

確定判決書

正本

執行できる

状態にあること

を証明する

んだよ。～

債務名義作成機関と執行機関が異なるこ

とによる時間の経過・事情の変化。

裁判所 執行裁判所

民事執行法25条：強制執行は、原則、執行文の付

与された債務名義正本に基いて実施

執行段階で,執行力の現存（任意弁済等で消滅して

いないこと）を証明する必要

口頭弁論終結後の承継執行

口頭弁論終結後に承継があった場合,訴訟承継の問題となる。

・権利者側の承継

・義務者側の承継

・承継が特定承継（売買など）

包括承継（相続など）

承継執行文の付与の必要性や、登記手続が相違する。
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判決による中間省略まとめ

主文主文主文主文に登記

原因の明示

有り

無し

中間省略

判決理由において

中間及び最終の登記原因に相続・

遺贈・死因贈与が含まれる

上記以外

中間省略

中間省略

××××

〇〇〇〇

〇〇〇〇

※最終の登記原因及びその日付で申請

私法上の権利の実現過程

•民事保全法保全

•民事訴訟法確定

•民事執行法実現

保全命令手続きの流れ

申立て 審理 決定

不服

申立て
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処分制限の登記とは

① 差押え

② 仮差押え

③ 処分禁止の仮処分

いずれも、民事保全法に基づく裁判所の処分であり、上記の

登記は、裁判所書記官の嘱託によってなされる。

⇒ 司法書士等が申請するわけではない。

処分禁止の仮処分の登記

処分禁止の仮処分の登記には２種類ある。

53条1項 ⇒ 処分禁止の登記 通常型

53条2項 ⇒ 処分禁止の登記

＆保全仮登記 併用型

処分禁止の仮処分後の丙→丁への権利変動であるため、手続

上は無効とされる。

But

・丁は一応登記上の所有者

・丙は実体上の所有者

そのため、両者の承諾が必要とされた。

昭42.9.26-1751


